
 

 

第３章 我が国産業の稼ぐ力と資本の役割 

 

我が国経済は、人口減少や高齢化等を背景とした国内の供給制約の顕在化、諸外国と比

較した輸出競争力の変化等、構造的な変化に直面している。こうした変化に対応して、持

続的な成長を実現するためには、生産性を高めるとともに、国内外の資源を最大限に活用

することで、我が国産業の「稼ぐ力」（付加価値を生み出す力）を国の内外で高めていく

ことが必要となる。本章では、我が国産業の稼ぐ力の変化と今後の課題を考察する。 

 

第１節 我が国産業が外で稼ぐ力の変化とその背景 

 

本節では、まず、経常収支の各項目の変化から浮かび上がる我が国経済の構造変化につ

いてみる。その上で、輸出競争力の変化、企業の海外生産移転の進展の状況等の構造変化

が、どのように外で稼ぐ力を変化させているかを分析する。また、こうした変化の中で、

企業は数量の増加だけでなく、価格面で付加価値を稼ぐ力を高めていることから、輸出入

の価格変化を通じた付加価値の稼ぎ方の変化についても分析を行う。 

 

１ 経常収支の推移と各項目の変化 

 

まず、経常収支について各項目の変化をみてみよう。 

 

（経常収支の各項目の動きにみられる変化） 

我が国の経常収支は、2011 年４－６月期以降、東日本大震災を契機に貿易収支が赤字

に転じたことから、黒字幅が急速に縮小した（第３－１－１図（１））。その後、2014 年

１－３月期には、消費税率引上げに伴う駆け込み需要による輸入増加等を背景に貿易収

支の赤字幅が拡大し、経常収支は一時的に赤字に転じた。しかし、2014 年７－９月期に

はその影響が薄れ、約 0.7 兆円の黒字となっている。貿易収支は赤字傾向で推移する一

方、2012 年年初以降、所得収支の黒字幅は拡大傾向にある。また、2012 年秋以降、サー

ビス収支の赤字幅は縮小傾向にある等、経常収支の各項目の動きには変化がみられる。以

下では、経常収支の各項目の変化を詳しくみてみよう。 

2011 年以降の貿易収支の赤字幅拡大は、鉱物性燃料価格の上昇を通じた輸入金額の増

加によるところが大きい1。この間の輸出の動きをみると、2012 年秋以降、為替が円安方

向に推移する下で、輸出数量は横ばい圏内で推移している（第３－１－１図（２））。アジ

ア諸国等の減速に加え、海外生産の拡大や一部業種の競争力の低下といった日本の輸出

構造の変化等が輸出数量の伸びを抑制しているとみられる。他方、企業が輸出数量の拡大

                                                  
1 佐藤・中島（2013）等を参照。 



 

 

ではなく価格で稼ぐ傾向が強まっていることから、輸出金額は増加しており、これが貿易

収支の赤字幅拡大を抑える方向に働いている。 

第一次所得収支については、2011 年以降、直接投資収益と証券投資収益の受取の増加

により黒字幅が拡大傾向で推移し、2014 年７－９月期には約 4.6 兆円と統計として連続

性のある 1996 年以降で過去最高となった（第３－１－１図（３））。過去の経常収支の黒

字を背景に、海外子会社株式や外国証券等の対外資産残高が増加してきたことから、これ

らからの収益により黒字幅が拡大基調にあると考えられる。 

サービス収支については、旅行収支の改善等を背景として、2012 年秋以降、赤字幅が

縮小傾向で推移している（第３－１－１図（４））。旅行収支を受取と支払に分けてみると、

受取については、訪日外国人旅行者数が増加していること等から増加している。他方、支

払については、日本人の海外旅行者数が伸び悩む中で減少してきた2。 

 このように、2011 年以降、経常収支の各項目の動きには変化がみられる。 

 

第３－１－１図 経常収支の構成変化 

経常収支黒字の各項目の動きにみられる変化 

（１）経常収支の内訳               （２）輸出数量と輸出金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
2 日本政府観光局によれば、出国日本人数は 2004 年以降、1,700 万人前後でおおむね横ばいで推移し

ており、旅行の支払を出国日本人数で割った支払単価は、2006 年以降、減少基調にある。 
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（３）第一次所得収支の推移            （４）旅行収支の受取・支払と入国者数 
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２ 企業の海外進出と外で稼ぐ力 

 

 経常収支の構成項目の動きをみると、我が国産業の輸出競争力の変化や企業の海外進

出拡大等、我が国経済の構造変化が浮かび上がってくる。こうした構造変化の状況を確認

するとともに、輸出への影響、海外からの所得受取の状況等をみることで、我が国産業が

外で稼ぐ力の変化について分析する。 

 

（アジア新興国の台頭等により財貿易の輸出競争力は低下） 

経常収支黒字を生み出す項目の変化には、我が国産業の輸出競争力の変化も影響して

いると考えられる。そこで、我が国の輸出に占める割合の大きい財輸出について、世界の

総貿易量に占める日本の割合と貿易特化係数の推移を諸外国と比較してみよう。 

まず、世界の財の総貿易量（世界の財の輸出金額の合計）に占める日本の輸出の割合を

みると、2000 年時点で 7.5％であったが、リーマンショック後の 2009 年には 4.7％まで

低下した。その後、世界輸出総額が持ち直す中でも、日本の割合は緩やかな低下傾向が続

き、2013 年には 3.9％まで低下した（第３－１－２図（１））。こうした輸出シェアの低下

は、他の先進国でも同様にみられるものであるが、これは、世界市場において、中国を中

心にアジア新興国のシェアが拡大していることが影響している。 

こうした輸出シェアの変化には、アジア新興国等の追い上げによる我が国産業の輸出

競争力の変化が影響していると考えられる。このため、製造業の主要品目別の輸出競争力

をみるために、貿易特化係数3（純輸出額／（輸出額＋輸入額））の推移を国際比較してみ

よう（第３－１－２図（２））。まず、日本の製造業の特化係数は 2000 年以降低下傾向に

あったが、リーマンショック以降は下落テンポが加速している。これは、輸送用機器や一

般機械はおおむね横ばいで推移する中、電気機器がリーマンショック以降大きく低下し

ていること等による。輸送用機器については、相対的に輸出競争力が維持されており、国

内で生産して輸出する体制を有すること等から、輸出超過が続いていることによる。ま

た、一般機械は、海外生産移転の進展や新興国の技術水準の高まりにより、2012 年以降

やや低下しているが、輸出競争力を維持しているとみられる。他方、電気機器は、韓国、

台湾が競争力を高めてきていることに加え、特にリーマンショック以降、為替が円高方向

で推移する中で生産拠点の海外移転を進めたこと等から、輸出超過が急速に縮小したこ

とによる。 

こうした輸出競争力の変化に対応して、輸出する財の品目を高級化させ、付加価値の高

い財に移行させる動きもみられる（第３－１－３図）。2012 年半ば以降、総合でみると電

気機器を始め輸出品目の高級化に足踏みがみられるものの、その間もＩＣ（電気機器）や

半導体等製造装置（一般機械）等の一部の品目では、高級化が着実に進んでいる。 

                                                  
3 貿易特化係数が１に近いと対象品目の貿易構造が輸出に偏り、逆に－１に近いと輸入に偏ることを

示すため、国際競争力を示す指標として用いられる。 



 

 

このように、アジア新興国の台頭等により、日本の財の輸出競争力は変化しており、結

果として、財の輸出数量が伸びにくい構造につながっていると考えられる。他方、こうし

た変化は、輸出する財を、価格競争に服しやすく標準化度合いの高い量産型の財から、高

付加価値で価格競争力の高い財に移行させている動きという面もある。国内の供給制約

が顕在化する中で、今後とも、財輸出で「稼ぐ力」を高めていくためには、輸出競争力を

維持する自動車や資本財等の強みを活かすとともに、付加価値の高い財の輸出を増やし

ていくことが期待される。 

 

 

第３－１－２図 世界の総貿易量に占める日本の割合と貿易特化係数 

アジア新興国の台頭等により財貿易の輸出競争力は低下 

（１）世界の総貿易量に占める諸外国の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）主要品目の貿易特化係数 
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第３－１－３図 財輸出における高級化の動向 

輸出競争力の変化に対応して、輸出する財の品目は高級化 

（１） 主要品目の高級化指数 
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    ２．世界輸出総額はＦＯＢベースの輸出額であり、図中の国のほか約 180 か国が含まれる。 
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            １は輸出はしているが輸入がゼロである場合、－１は輸入はしているが輸出はゼロである 

ことを表し、輸出競争力を示す。輸送用機器は鉄道車両、船舶、航空機を除く。 
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（２）主要品目（内訳）の高級化指数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（観光や知的財産といった強みを活かし、稼ぐ力を向上） 

サービスにおける輸出競争力をみるため、サービスの貿易特化係数の推移を、財同様

に、諸外国と比較してみよう（第３－１－４図、付図３－１）。 

2000 年以降、日本の特化係数は上昇傾向で推移していたが、2011 年以降は改善に足踏

みがみられ、アメリカ、ドイツ、英国に比べても低い水準にとどまっている。これは、鉱

物性燃料等の輸入増加の影響により、2011 年以降、輸送サービス収支の赤字幅が拡大し

たほか、2012 年以降は、その他サービスの収支が赤字に転じたことによる。その他サー

ビスについては、第三国間の貿易に係る手数料等を計上する仲介貿易・その他貿易関連の

黒字幅縮小、法務・経理関連サービスや広告・市場調査等に係るサービスを計上するその

他業務・専門技術サービスの赤字幅拡大による。仲介貿易・その他貿易関連は、世界景気

の減速等に伴う仲介貿易等からの受取減少による。その他業務・専門技術サービスについ

ては、日本企業による海外企業のＭ＆Ａの増加を含め、対外直接投資が堅調に推移してい

ることが影響していると考えられる。 

他方、貿易特化係数が上昇傾向にある分野として、旅行、その他サービスの内訳である

特許等使用料等が挙げられる。旅行については、アジア諸国の所得増加に加え、2012 年

秋以降の円安方向への動きやアジア地域等へのビザ発給緩和・免除措置等を背景に、訪日

外国人旅行者数が増加したことにより、2012 年以降、旅行収支の赤字幅が縮小傾向にあ

ることによる。また、特許等使用料は、日本企業の海外現地生産比率の高まりによる海外

（月）

（年）

（備考）１．日本銀行「企業物価指数」、財務省「貿易統計」により作成。 
    ２．「高級化指数」は、おおむね対応する品目の輸出価格指数（貿易統計）を輸出物価指数（企業物価指 
      数）で除したもの。ある品目について、同じ品質の価格動向を表す輸出物価と比べて輸出価格が上昇 

する場合、当該品目の高級化（輸出財一単位当たりの実質的な受取の増加）が進んでいることを示す 
と考えられる。各品目名は貿易統計の名称を採用しており、対応する輸出物価指数は、半導体等製造 
装置が「半導体製造装置」、ＩＣが「集積回路」、自動車が「自動車」、鉄鋼が「鉄鋼」、プラスチッ
クが「プラスチック」とした。 



 

 

子会社からのロイヤリティ収入の増加を背景とした工業権・鉱業権使用料の受取増加が

影響している。 

 サービス分野においても我が国の輸出競争力は変化しており、今後は、観光や知的財産

権使用料といった強みを活かしつつ、サービスで稼ぐ力を高めていくことが期待される。 

 

 

第３－１－４図 サービスの貿易特化係数（国際比較） 

サービスの貿易特化係数は改善傾向で推移していたが、2011 年以降足踏み 
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（備考）１．財務省「国際収支統計」、OECD.Stat により作成。

    ２．表題の括弧内は、日本の 2013 年のサービス収支の受取における金額ウェイト。 
      （サービス収支の受取に占める各項目の受取の割合） 
    ３．その他サービス収支の内訳は付図３－１を参照。 



 

 

 

（世界経済の発展とともに製造業、非製造業共に海外進出を拡大） 

 財やサービスの輸出競争力が変化していることをみたが、企業の海外進出の拡大も、外

で稼ぐ力に影響を与えていると考えられる。我が国産業の海外生産はどの程度拡大し、ど

ういった目的で行われているだろうか。業種別の海外売上高比率及び海外従業員比率の

動向と海外進出動機についてみてみよう。 

まず、海外売上高比率、海外従業員比率の推移をみると、2000 年代半ば以降、製造業、

非製造業共に増加している（第３－１－５図（１））。業種別にみると、製造業について

は、輸送機械や電気・情報通信機械では、円高方向への動きや生産工程の国際分業の進

展等から、高水準となっている。また、最近では、はん用・生産用・業務用機械や化学

においても上昇している。 

他方、非製造業については、これまで製造業と比べて水準は低かったが、リーマンシ

ョック以降、海外売上高比率、海外従業員比率共に、卸売・小売業を中心として上昇傾

向にある。卸売・小売業については、新興国を中心とした海外市場の拡大を背景とした

現地販売の強化に加え、製造業の海外生産比率の高まりに伴う流通需要等に対応するた

め、直接投資を増やしていることによると考えられる4。サービス業については、製造業

の海外展開の進展に伴う事業所向けサービスの展開が寄与していると考えられる。 

こうした海外進出はどういった目的で行われているのだろうか。海外進出の動機を業

種別にみると、製造業、非製造業共に、海外進出が増加している最大の要因は、所得・

賃金水準が向上しているアジア等新興国を中心とした世界市場の発展であることが分か

る（第３－１－５図（２））。このほか、人件費比率の高い電気機械、サービス業等では、

良質で安価な労働力も理由として挙げられている（付図３－２）。加えて、事業者向けの

サービスを提供する運輸業等では、製造業等の他の企業の海外進出に付随する形で、海

外に展開していることが分かる。 

このように、企業は主に世界経済の発展に伴う需要の拡大を契機に海外進出を進めて

いる。近年、特徴的であるのは、これまで遅れていた非製造業においても海外進出が進

んでいることである。海外進出は、製造業においては、国内生産の縮小を招く可能性が

あるが、サービス業（コンビニ、外食、宅配等）等の非製造業においては、国内生産の

縮小に結びつかず、現地に設立した子会社・支店等からの投資収益を増加させる。今後、

非製造業の海外進出拡大を通じて、投資収益の拡大につなげていくことが期待される。 

 

 

 

 

 

                                                  
4 内閣府（2013）、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2012）等を参照。 



 

 

 

第３－１－５図 業種別の海外進出の状況 

海外需要の拡大等を背景として、製造業のみならず非製造業でも海外進出が進展 

（１）海外売上高比率、海外従業者比率の推移（製造業、非製造業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業種別にみた海外進出動機 
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（海外現地生産の進展等により国内の生産は押下げ） 

製造業、非製造業共に、海外市場の成長等に伴って海外進出を拡大させていることをみ

た。こうした動きは、国内の生産を減少させる側面と増加させる側面があると考えられ

る。減少要因としては、海外需要を、国内で生産された財・サービスの輸出ではなく海外

生産で充足することによる輸出代替効果が考えられる。また、国内で生産し、消費してい

た財・サービスが、海外進出により海外生産に切り替えられ、それらが輸入されることで

国内需要を満たし、国内生産が減少するという逆輸入効果もある。他方、増加要因として

は、海外生産を行うために、資本財や部品等の輸出が増加する輸出誘発効果が考えられ

る。 

そこで、輸出代替効果を業種別にみると、製造業・非製造業共に、2004 年対比で国内

生産の減少に大きく寄与していることが分かる（第３－１－６図（１））。これは前述のと

おり、世界経済の発展とともに、海外生産比率が高まっていることによる。 

逆輸入効果は、全体に対する寄与は小さいものの、製造業では 2004 年対比で国内生産

の減少に寄与する一方、非製造業ではリーマンショック以降、増加に寄与している（第３

－１－６図（２））。製造業については、電気機械・情報通信機械等における海外現地生産

の拡大により、完成品を中心とした逆輸入が増加したことによる（付図３－３）。非製造

業については、リーマンショック以降、製造業企業の国内生産能力が低下する中、卸売・

小売業による国内親企業向けの逆輸入が減少したことが影響していると考えられる（付

図３－３、後述第３－１－12 図）。 

それでは、輸出誘発効果（海外現地法人による日本からの仕入額）は、どの程度国内の

輸出向け生産を下支えしているのだろうか。製造業についてみると、2004 年対比で 2008

年までは増加に寄与してきたものの、リーマンショック後の2009年に大きく落ちこんだ。

その後、現地法人売上高が増加してきているのにもかかわらず、輸出誘発効果は、2004 年

当時の水準には戻っていない（第３－１－６図（１））。前述のとおり、製造業企業は、人

件費等のコスト要因も重視して海外展開を行っており、リーマンショック以降、海外進出

が進む中で、日本からの部品等の輸入を増やすのではなく、現地調達比率を引き上げたこ

とが背景にあると考えられる。実際に、製造業の現地調達比率を業種別に確認すると、輸

送機械や電気機械・情報通信機械といった加工型業種において上昇している（第３－１－

６図（２）、付図３－３）。 

他方、非製造業の輸出誘発効果については、リーマンショック後の 2009 年に一時的に

落ち込んだものの、2004 年対比では一貫して増加に寄与している。前述のとおり、非製

造業は、商業（卸売・小売業）を中心に海外進出を拡大させているが、製造業の子会社と

して卸売や販売等の非製造部門の機能を担っている海外現地子会社が、日本から製品や

部品を輸入していることによると考えられる（第３－１－６図（２）、付図３－４）。こう

した企業は、製造業ほどには現地生産比率を引き上げることが難しく、輸出誘発効果が維

持されていると考えられる。 

このように、海外生産比率の上昇を背景とした輸出代替効果の拡大のみならず、製造業



 

 

を中心とした逆輸入効果の発現、さらに現地調達比率の上昇による輸出誘発効果の縮小

も同時に進んでいることが分かる。 

 

第３－１－６図 輸出誘発効果と現地調達比率 

海外現地生産の進展等を背景として、輸出代替のみならず、輸出誘発効果の低下も進展 

 （１）現地生産による国内生産への影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海外販売額と現地調達比率 
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    ２．（１）の各効果の定義は以下のとおり。 
      現地生産による国内生産への影響＝輸出誘発効果＋輸出代替効果等－逆輸入効果 
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       言えない事由の回答割合としている。同事由には、「技術者の確保が容易」、「部品等の現地調達 

が容易」、「現地の製品需要が旺盛又は今後の需要が見込まれる」、「進出先近隣三国で製品需要 

が旺盛又は今後の拡大が見込まれる」、「社会資本整備が必要水準を満たしている」、「納入先を 

含む、他の日系企業の進出実績がある」といった回答が該当するものとした。 

    ３．（２）の現地調達比率は、海外現地法人の仕入額に占める、現地調達額の割合。 
      また、細い点線は、現地調達比率の 2004 年～08 年平均と 2009 年～12 年平均を示しており、 
      製造業の 2004 年～08 年平均は 53.0％、2009 年～12 年平均は 58.3％、 
      非製造業の 2004 年～08 年平均は 34.1％、2009 年～12 年平均は 36.8％。 

（年度） （年度） 

（年度） （年度） 



 

 

（海外生産拡大は海外からの所得受取を通じて外で稼ぐ力を向上） 

海外生産の拡大は、輸出代替効果の拡大や輸出誘発効果の縮小等を通じて、国内生産の

伸びの低下につながる側面もあることをみた。他方、前述のとおり、対外資産残高の増加

を通じて、海外からの所得受取を押し上げる効果が期待できる。 

2000 年以降の第一次所得収支とその内訳の推移をみると、今回の円安方向に推移した

局面（2012 年秋以降）では、前回の円安方向に推移した局面（2005 年～07 年）と比べて、

直接投資収益の受取が大きくなっている（第３－１－７図（１））。リーマンショック後の

企業の海外生産拡大に伴い、対外資産残高が増加してきたことから、これらの資産からの

収益やその円建て評価額が増加したことによる5。 

また、業種別の動向をみるため、海外現地法人がどれだけ収益を上げ、その収益をどれ

だけ国内に還流しているかを製造業、非製造業に分けてみてみよう（第３－１－７図

（２））。両業種共に、海外進出の拡大等を背景に、海外現地法人の経常利益額は増加傾向

にあり、これを受けて、海外現地法人による日本側出資者向け支払額も増加している。特

に非製造業は、前述のとおり、商業（卸売・小売業）を中心として海外進出を拡大させて

おり、2011 年以降、支払額が急増している。 

こうした海外からの所得受取の増加は、今後も期待できるだろうか。配当金増加の見通

しを聞いたアンケート調査結果によると、短期（今後１～２年後）、中長期（今後３～５

年後）いずれにおいても、現地法人から国内への配当金を増加させると答えた企業が多い

（第３－１－７図（３））。 

このように、海外生産の拡大は、国内生産の伸びの低下につながる側面もある一方で、

海外からの所得受取の増加を通じて、我が国産業が外で稼ぐ力の改善につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
5 証券投資収益について、前回は、投資残高の累増に加え、円安方向への動き等を背景として、中長

期債利子の受取が増加したことから黒字幅が大幅に拡大した（日本銀行国際局（2008））。他方、今回

は、円安方向への動きによる押上げ効果がある一方、世界的な金利低下（付図３－５）により債券利

子が低迷していることにより、黒字幅は緩やかな増加にとどまっている。 



 

 

第３－１－７図 第一次所得収支の内訳と海外現地法人からの配当金支払い 

海外生産の拡大は海外からの所得受取の増加を通じて外で稼ぐ力を改善 

（１）第一次所得収支の推移とその内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．財務省「国際収支統計」、経済産業省「海外事業活動基本調査」により作成。 
    ２．（１）の 2014 年については、季節調整値の年率換算。 
        ３．（２）の日本側出資者向け支払額は、現地法人から日本側出資者に対して支払われた配当金、 

ロイヤルティ、借入金利息、技術指導料等の総額の決算ベースの金額。日本側出資者に対し 

て支払う仕入額は含まれない。 
    ４．（３）は全規模全産業。現地法人からの配当金を「増加させる」、「減少させる」、「変化 

なし」、「分からない」の４つの選択肢より回答。 
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 これまでみてきたとおり、我が国産業の輸出競争力の変化や海外生産の拡大は、国内生

産の伸びの低下につながる側面もある一方で、海外からの所得受取の増加を通じて、我が

国産業が外で稼ぐ力の向上につながっている。今後は、比較優位を持つ財やサービスの強

みを活かすとともに、海外現地法人からの受取配当の増加等の拡大を通じて、外で稼ぐ力

を高めていくことが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

３ 価格面からみた付加価値を稼ぐ力の変化 

 

我が国が外で稼ぐ力は価格面からみても変化している。2012 年秋以降、為替が円安方

向で推移する中で、企業は輸出数量の増加よりも円建て価格の上昇を通じて、売上金額を

増加させる傾向を強めており、価格面で付加価値を稼ぐ力を高めようとしている。他方、

円安下で輸入原材料品等の価格が上昇すると、コストが上昇し、付加価値を圧迫する要因

にもなる。そこで、前回の円安方向に推移した局面（2005 年１－３月期以降）と今回の

円安方向に推移した局面（2012 年 10－12 月期以降）6を比較しつつ、輸出入の価格面で

の稼ぎ方の変化をみるとともに、企業が一単位の産出を生み出すことによって得られる

名目付加価値（単位付加価値）、輸出価格と輸入価格の比率の変化によって生じる国民全

体の海外との間の所得移転を表す交易利得の変化等について分析する。 

 

（今回の円安方向に推移した局面では輸出価格を下げずに付加価値を稼ぐ傾向） 

まず、輸出について、企業の価格面での稼ぎ方がどのように変化しているかをみるた

め、前回の円安方向へ推移した局面と今回の円安方向へ推移した局面を比較しつつ、輸出

金額を数量要因と価格要因に分解してみよう（第３－１－８図）。 

全般的に、今回は、価格要因が前回とおおむね同程度のプラス寄与となっている一方、

数量要因が前回よりも小さくなっており、価格要因の占める割合が大きくなっている7

（第３－１－８図、付図３－６）。背景には、企業が輸出価格（契約通貨ベース）の引下

げによる販売数量増よりも、引下げ抑制により数量当たりの収益増を志向していること

や、財輸出において中間財や資本財といった企業内取引が増加し、価格を引き下げる必

要性のある取引の割合が低下していることがあると考えられる8。 

このうち、価格設定行動の変化について、為替レート変化に対する輸出価格（円建て）

の弾性値（パス・スルー）を推計することで確認してみよう（第３－１－９図）。その結

果、製造業企業は、前回の円安局面では、外貨建て価格を引き下げ、輸出数量を増やす

よう行動したが、今回は電気機器等の業種を中心に、現地価格を以前ほど引き下げてお

らず、輸出数量よりも価格の増加を通じて売上げを増やすよう行動していることが確認

                                                  
6 前回の円安方向へ推移した局面とは、2005 年１－３月期から 2007 年７－９月期までの３年程度に

わたって、ドル円レートが約 13％減価した時期を指す。また、今回の円安方向へ推移した局面とは、

2012 年 10－12 月期から 2014 年７－９月期までの２年程度にわたって、ドル円レートが約 28％減価

した時期を指す。 
7 前回と今回で価格要因の動きに大きな差がみられる電気機器については、映像音響機器（ビデオカ

メラ・デジタルカメラ）の価格が、前回は低下したが今回はほとんど低下していないこと等から、今

回の方が、プラス寄与が大きくなっていると考えられる（内閣府（2014）を参照）。今回、映像音響

機器の輸出価格低下幅が小さかった背景には、輸出競争力の低下等を背景に、2012 年以降、価格競争

力の低い財の海外生産移管が急速に進められたこと等が影響していると考えられる（第３－１－12

図）。 
8 内閣府（2014）を参照。 



 

 

できる9。 

このように、企業の価格設定行動の変化等を背景として、今回は前回と比べて、輸出

数量よりも価格で「稼ぐ」傾向が強まっていると考えられる。 

 

第３－１－８図 輸出数量と輸出価格 

前回の円安方向へ推移した局面に比べて数量よりも価格で稼ぐ傾向 

（１）輸出全体                （２）輸送用機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（３）一般機械               （４）電気機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
9 今回の方が、円安方向への動きが大きく進んでいるにもかかわらず、価格要因の寄与が前回局面と

ほぼ同程度となっている背景には、輸出における円建て取引の割合が上昇していることも影響してい

ると考えられる（輸出の貿易決済通貨における円建て比率は、2005 年は 33.3％、2012 年は

38.1％）。 
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（５）金属及び同製品            （６）化学製品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３－１－９図 為替レートから輸出物価へのパス・スルー 

為替レート変化に対する輸出価格（円建て）の弾性値は上昇 
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（備考）１．日本銀行「企業物価指数」、「製造業部門別投入・産出物価指数」により作成。 
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      カルマンフィルターを用いて時変パラメータを推計（付注３－１）。 
    ３．為替弾力性が１の場合、円建ての輸出価格は完全に為替レートに連動することとなり、 

契約通貨建て価格は不変（Price to Market）。為替弾性値が小さい程、為替レートの 

変動に対し、企業は契約通貨建て価格を変更して対応する傾向があることを示す。 
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（輸入は数量が増加する一方価格は上昇せず金額の増加幅は縮小） 

円安方向への動きの下で輸入原材料品等の価格が上昇すると、付加価値を圧迫する要

因にもなる。そこで、輸入金額に対する価格変化の影響をみるため、前回の円安方向に推

移した局面と今回の円安方向へ推移した局面を比較しつつ、輸入金額を数量要因と価格

要因に分解してみよう（第３－１－10 図）。 

 今回は前回と比べて、数量要因が2014年１－３月期にかけて増加に寄与している一方、

価格要因の増加幅が小さかったことが影響し、全体の輸入金額の増加幅はやや小さくな

っている（第３－１－10 図（１））。 

価格要因については、品目により異なる動きがみられる。鉱物性燃料や化学において

は、原油や天然ガスといったエネルギーの国際相場が、前回と比較して今回は安定的に推

移していることから、前回よりも今回は輸入金額に対する価格要因のプラス寄与が小さ

い（付図３－７）。他方、一般機械、電気機器、輸送用機器では、前回よりも今回は為替

の減価幅が大きかったことなどから、価格要因の輸入金額に対するプラス寄与が大きく

なっている。後者に比べて前者の方が輸入金額に占める割合が高いことから、全体として

価格要因の寄与は、前回と比べて今回は小さかった。 

さらに、価格要因の動きのうち、為替レート変動による影響がどのように変化したかを

みるため、為替レート変化に対する輸入価格（円建て）の弾性値（パス・スルー）を品目

別に推計することで確認してみよう（第３－１－11 図（１））。1990 年以降、石油・石炭・

天然ガスの弾性値低下と共に、総平均も低下傾向にある。総平均や石油・石炭・天然ガス

の弾性値が低下している背景としては、円建ての輸入割合が増加することで為替変動の

影響を受けにくくなったこと等が指摘されている10,11（第３－１－11 図（２））。このよう

に、前回と比べて今回、価格要因の寄与が小さかった背景には、原油や金属の国際価格が

比較的安定していたことに加え、円建て輸入の割合が増加し、輸入価格の為替弾性値が低

下したことも影響していると考えられる。 

他方、今回、数量要因がプラスに寄与しているのは、鉱物性燃料における環境対策税率

引上げに伴う駆け込み需要、また、一般機械、電気機器、輸送用機器等において消費税率

引上げに伴う駆け込み需要が生じたこと等から、2014 年１－３月期にかけて前回局面よ

りも多めに輸入数量が増加したことによる。我が国製造業の国内生産能力は、海外生産移

転の進展等を背景として、2009 年以降低下傾向にあり、駆け込み需要等の需要変動に対

して、弾力的に供給を増やす能力が低下している（第３－１－12 図（１））。この結果、

2014 年１－３月期にかけて、電気機械や情報通信機械、輸送機械等における輸入浸透度

も高まったと考えられる（第３－１－12 図（２））。 

以上みたとおり、今回の円安方向に推移した局面は前回と比べて、国内の供給能力の低

                                                  
10 輸入物価の弾性値が低下した要因については、大谷等（2003）、Ohtani 等（2006）等を参照。 
11 為替レートから輸入物価へのパス・スルーの中に原油価格の影響が含まれている可能性も指摘され

ている（塩路等（2009））。他方、原油を除いた輸入物価においてもパス・スルーが低下しているとの

指摘もある（塩路等（2009）、Ohtani 等(2006)）。 



 

 

下等を背景に輸入数量が増加しやすくなっている一方、国際市況の安定や為替弾性値の

低下から輸入物価が上昇しにくかったことから、全体としての輸入金額増加幅はやや小

さくなった。 

 

第３－１－10 図 輸入数量と輸入価格 

今回は輸入金額増加幅がやや低下 

（１）輸入全体                （２）鉱物性燃料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）一般機械                 （４）電気機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2005 年１－３月期＝０、2012 年 10－12 月期＝０、
 前期比累積寄与度、兆円） 

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ ⅣⅠ Ⅲ Ⅰ Ⅲ

2005 06 07 2012 13 14

（期）

（年）

-1

0

1

2

3

4

Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ ⅣⅠ Ⅲ Ⅰ Ⅲ

2005 06 07 2012 13 14

（期）

（年）

（2005 年１－３月期＝０、2012 年 10－12 月期＝０、
 前期比累積寄与度、兆円） 

（2005 年１－３月期＝０、2012 年 10－12 月期＝０、
 前期比累積寄与度、兆円） 

（2005 年１－３月期＝０、2012 年 10－12 月期＝０、
 前期比累積寄与度、兆円） 

0

1

2

3

4

5

6

7

Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ ⅣⅠ Ⅲ Ⅰ Ⅲ

2005 06 07 2012 13 14

（期）

（年）

価格要因

数量要因

輸入金額

（折線）

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ ⅣⅠ Ⅲ Ⅰ Ⅲ

2005 06 07 2012 13 14

（期）

（年）



 

 

（５）輸送用機器               （６）化学製品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３－１－11 図 為替レートから輸入物価へのパス・スルー 

為替レート変化に対する輸入価格（円建て）の弾性値は低下傾向 

（１）輸入価格の為替弾力性 
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（２）輸入における契約通貨の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３－１－12 図 主要業種別の生産能力指数及び輸入浸透度 

製造業の国内生産能力は、2009 年以降低下傾向 

（１）生産能力指数（加工業種） 
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いて時変パラメータを推計（付注３－２）。 
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（企業の価格設定行動の変化等を背景に製造業加工業種の単位付加価値は改善） 

輸出入それぞれの価格面での稼ぐ力の変化は、結果としての国内企業の付加価値にど

のような影響を与えているだろうか。前回の円安方向に推移した局面と今回の円安方向

に推移した局面を比較しつつ、単位付加価値の変化をみてみよう。輸入原材料品価格等の

投入価格の上昇は単位付加価値を減少させるが、産出価格に転嫁できていれば、単位付加

価値は一定に保たれ、価格面からみたときの利潤や賃金への影響はない12。このため、以

下では、投入・産出物価指数13を用いて、単位付加価値を投入物価要因と産出物価要因に

分解し、輸出入総額への影響の大きい製造業の業種ごとに前回と比較した単位付加価値

の動向をみていく。 

まず、製造業全体の単位付加価値をみると、前回は単位付加価値が減少していたが、今

回はおおむね横ばいとなっている（第３－１－13 図（１））。前回は産出物価要因（輸出）

の増加寄与が産出物価要因（国内）のそれと比べて小さかったが、今回は同程度となって

いる。前述のとおり、今回は、円安方向への動きがあっても、企業が契約通貨建ての輸出

価格を引き下げず、数量よりも価格で稼ぐ行動に出ていることが背景にあると考えられ

る。 

製造業のうち、素材業種についてみると、前回は、資源価格の高騰分が産出価格に十分

転嫁されなかったため、単位付加価値は圧迫されていた14。一方、今回は、単位付加価値

の減少はみられていない（第３－１－13 図（２））。円安方向への動きはあったものの、

資源の国際価格が安定しており、契約通貨ベースの輸入物価が横ばいであったことから、

                                                  
12 企業の売上高は価格×数量で決まるため、企業収益への影響をみるには、価格と数量の両面を考慮

する必要があるが、ここでは価格の側面に限定して議論をしている点に留意が必要である。 
13 投入物価指数は、国内財、輸入財、サービスからなる投入要素の物価を表し、産出物価指数は、国

内財と輸出財からなる産出物の物価を表している。 
14 内閣府政策統括官（2013）を参照。 

（備考）１．経済産業省「鉱工業指数」「鉱工業出荷内訳表」により作成。（１）は原数値、（２）は季節調整値。
    ２．はん用・生産用・業務用機械は、2007 年以前の系列が存在しない。電気機械・情報通信機械は、 
      電気機械と情報通信機械を加重平均したもの。 
    ３．（２）輸入浸透度＝（輸入指数×輸入ウェイト）／（総供給指数×総出荷ウェイト）。 
    ４．上記３で算出した輸入浸透度を 2010 年平均＝100 として指数化したもの。 
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円ベースの輸入物価の上昇分をおおむね転嫁することができたものと考えられる（付図

３－７）。 

加工業種についてみると、前回は単位付加価値が減少したものの、今回は単位付加価値

が増加している（第３－１－13 図（３））。これは、輸送機械や一般機械の輸出企業の輸

出競争力が相対的に高いことに加えて、前述のとおり、一般機械等の業種において輸出す

る財の高級化を図っていること等が一因と考えられる。 

なお、前述のとおり、中小企業は、大・中堅企業に比べて、仕入価格を販売価格に転嫁

しにくい傾向にあり（前述第１－２－２図）、単位付加価値の改善幅には企業規模による

違いが生じている可能性があることには留意が必要である。 

このように、前回の円安局面と比べて今回は、企業の価格設定行動の変化等を背景とし

て、全規模でみた製造業の素材業種の単位付加価値は減少せず、また加工業種においては

改善がみられた。 

 

第３－１－13 図 前回の円安方向へ推移した局面と比較した単位付加価値の推移（製造業） 

今回の円安方向へ推移した局面では製造業の加工業種の単位付加価値は改善 

（１）製造業の単位付加価値 
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（２）素材業種の単位付加価値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）加工業種の単位付加価値 
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（企業の価格設定行動の違い等が交易損失減少に寄与） 

輸出入の価格面での稼ぐ力の変化は、企業だけでなく、国民全体の付加価値を稼ぐ力に

どのような影響を与えているだろうか。実質ＧＤＰが拡大しても、交易条件の悪化により

実質所得が圧縮されると、国民全体でみた外で付加価値を稼ぐ力は低下する。そこで、前

回の円安方向へ推移した局面と比較しつつ、今回の円安方向へ推移した局面における輸

出価格と輸入価格の比率である交易条件、交易条件によって生じる付加価値ベースの所

得移転である交易利得の変化をみてみよう15。 

まず、交易条件の推移を比較すると、前回と比べて今回は悪化幅が小さい（第３－１－

14 図（１））。交易条件の変化を、輸出物価要因（契約通貨ベース)、輸入物価要因（契約

通貨ベース）、為替要因16に分けると、今回は前回に比べて輸入物価要因のマイナス寄与

が小さかったことが主な要因である。これは、前述のとおり、国際市況の安定、輸入価格

の為替弾性値の低下等により、前回よりも輸入物価の上昇幅が小さかったことによる。 

また、輸入物価要因に比べて寄与は小さいものの、今回は前回よりも、為替要因が交易

条件の悪化に寄与しており、一方で輸出物価要因のマイナス寄与が小さい。為替要因につ

いては、前回を上回って為替が円安方向に推移したことによる。輸出物価要因について

は、企業が契約通貨ベースの輸出物価を引き下げず、数量ではなく価格で稼ぐ傾向が強ま

ったことによる。 

こうした交易条件の動きを反映して、今回における交易損失は、前回と比較して小さい

（第３－１－14 図（２））。前回、2005 年１－３月期から 2007 年７－９月期にかけて約

8.9 兆円（対ＧＤＰ比約 1.8％）の交易損失が生じていたのに対して、今回は、2012 年 10

－12 月期から 2014 年７－９月期にかけて約 5.8 兆円（対ＧＤＰ比約 1.1％）に留まって

いる。 

今回は前回と比べて、国際市況が比較的安定して推移したこともあるが、企業が現地通

貨建ての輸出価格を引き下げず価格で稼ぐ傾向を強めていること、円建ての輸入取引を

増やしていること等、企業の価格設定行動の違い等が交易利得の改善に寄与していると

考えられる。 

 

 

 

 

                                                  
15 交易利得には、企業の単位付加価値のうち、生産する輸出財の産出価格、投入する輸入品の投入価

格の変化に加えて、消費財の輸入価格の変化を通じた所得移転が含まれる。 
16 ここでの為替要因は、為替レート変動が円ベースの輸出物価に与える影響から、円ベースの輸入物

価に与える影響を差し引いたものとなっている。我が国の貿易決済通貨における外貨建て比率は、輸

出よりも輸入の方が高い（輸出：61.9％、輸入：72.8％、いずれも 2013 年の値）。このため、為替レ

ートが円安方向に変化したとき、円ベースの輸出物価より円ベースの輸入物価の上昇幅が大きく、為

替要因は交易条件の押下げに寄与する。 



 

 

第３－１－14 図 交易条件と交易利得の推移 

企業の価格設定行動の違い等が今回の円安局面では交易利得改善に寄与 

 （１）交易条件の寄与度分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）交易利得（対ＧＮＩ比）の推移 
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（備考）１．内閣府「国民経済計算」、日本銀行「企業物価指数」により作成。 
    ２．（１）の要因分解は以下の式により算出。 
 輸出物価（契約通貨ベース）： $ݔܲ ,輸出物価（円ベース）： ¥ݔܲ      
         ܲ݉¥	：輸入物価（円ベース）, ܲ݉$  ： 輸入物価（契約通貨ベース）, 

  

 ܲ ൌ
௉௫¥
௉௠¥

 ：円ベースの交易条件,  

 
               ݁௫ ൌ

௉௫¥
௉௫$

	：輸出物価に係る為替レート, ݁௠ ൌ
௉௠¥

௉௠$
	：輸入物価に係る為替レート, ݁ ൌ

௘ೣ
௘೘
 

       
             ∆ܲ ൌ ቀ

௉௫$
௉௠$

ቁ ∗ ∆e ൅ ቀ
ୣ

௉௠$
ቁ ∗ $ݔܲ∆ ൅ ݁ ∗ $ݔܲ ∗ ∆ ቀ

ଵ

௉௠$
ቁ 

為替要因 輸出物価要因 輸入物価要因 



 

 

このように、企業の価格設定行動の変化等を背景として、企業は輸出数量よりも価格で

「稼ぐ」傾向を高めている。また、円建ての輸入の割合が増加したことから、円安が進む

下でも輸入物価の上昇につながりにくくなっている。こうした変化により、今回の円安方

向に推移した局面では前回と比べて、製造業の加工業種の単位付加価値が改善している。

また、国際市況の影響もあるが、円安下での交易利得の減少幅は小さくなっており、付加

価値の流出額を縮小させている。 

 

 


